
 

 

 

韮崎市公告第４５号 

 

韮崎市が所有する普通財産（土地）売払いを、一般競争入札により行いますの

で、入札参加資格、入札の場所及び日時その他入札にかかる必要な事項について、地

方自治法施行令第１６７条の６第１項の規定により公告します。 

 

 令和８年９月９日 

 

韮崎市長 内藤 久夫 

 

１ 入札物件一覧 
（１）物件番号１ 

項目 物件の所在地 地目 登記地積(㎡) 
予定価格 

(円) 

入札保証金 

（円） 

土地 

韮崎市旭町 

上條北割 3887 番 

外 3 筆 

①宅地 

 

②雑種地 

①宅地 

2766.00 

②雑種地 

232.00 

③合計 

2998.00 

20,502,900 2,050,290 

 
２ 物件詳細 
 物件の現状等については、KSI 官公庁オークション・インターネット公有財産売

却システムの公有財産売却物件一覧のとおりです。 

 (URL https://kankocho.jp/gov/6066162698/?p=as )   

 

３ 入札参加申込方法等    

（１）入札参加条件 

  入札の参加者となることができるのは、韮崎市が定めた韮崎市インターネット

公有財産売却ガイドライン(以下、「市ガイドライン」という)及び紀尾井町戦略研

究所株式会社が定める KSI 官公庁オークションに関連する規約・ガイドラインの

内容を承諾・遵守し、日本国内に住所及び連絡先がある者とします。 

  ただし、次に該当する方は申込みできません。 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する 

者 

② 精神の機能の障害により契約を締結するに当たって必要な認知、判断及び意

思疎通を適切に行うことができない者 

③ 韮崎市に納付すべき市税等を滞納している者 
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④ 韮崎市一般競争入札事務取扱要綱（令和２年３月３１日告示第５７号）第４

条第１項各号の要件を満たしていない者 

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号又は第６号に該当する者 

⑥ 普通財産の土地等を公序良俗に反する目的に使用しようとする者 

⑦ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の３第１項に規定する公有財

産に関する事務に従事する職員 

⑧ 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めた者 

⑨ １８歳未満の者 

 

（２）入札参加仮申込 

   入札参加希望者は、令和８年９月９日(水)１３時から令和８年９月２９日(火) 

１４時までにあらかじめ紀尾井町戦略研究所株式会社の提供するインターネット 

公有財産売却システム(以下、「売却システム」という)により参加の仮申込の手続 

きを行ってください。 

 

（３）入札参加本申込 

① 申込受付期間  

令和８年９月９日(水)１３時から令和８年１０月５日(月)１４時までに 

持参または郵送(当日消印有効)してください。 

※土曜日、日曜日及び祝日は受付しておりません。 

     ※入札参加は、上記期間内に下記申込先・受付窓口で受付完了した者に限り

ます。  

② 申込先・受付窓口（問合せ先） 

     〒４０７-８５０１ 

   山梨県韮崎市水神一丁目３番１号 韮崎市役所本庁舎３階 

韮崎市 総務課 契約管財担当 

電話 ０５５１-４５-９３６７ 

③ 提出書類 

ア 公有財産売却一般競争入札参加申込書 

イ 物件利用計画書 

ウ 住民票（マイナンバーの記載のないもの）（法人の場合は登記履歴事 

項全部証明書） 

   エ 印鑑登録証明書（法人の場合は印鑑証明書） 

   オ 完納証明書（韮崎市税務収納課で発行できます。） 

 

④ 申込みに当たっての留意事項  

ア 事前の申込みがない場合、入札に参加できません。 

イ 提出書類は申込日から３ヶ月以内に交付されたものまたは有効期限内の 

ものを各１通提出してください。 

ウ 提出された書類等はお返しいたしません。 

エ 申込みの取り下げは、受付期間内に限って行うことができます。 
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オ 入札参加者の参加資格確認のため、関係機関に意見を聴くことがあります。  

 

（４）現地確認 

  現地説明会は行いませんので、土地の状況は、現地確認等により入札参加者の

責任において行ってください。 

   ※入札物件を現地確認しなくても入札には参加できますが、入札物件に関する 

すべての事項を了承しているものとみなします。 

 

（５）入札の期間及び方法 

① 入札期間  

令和８年１０月１３日（火）１３時から令和８年１０月２１日（水）１３時

まで 

  ② 入札方法 

     売却システム上で入札価格(税込)を登録してください。なお、この登録は 

一度しかできません。 

 

（６）入札保証金 

① 入札に参加しようとする者は、韮崎市が定めた入札保証金を銀行振込（納 

入通知書による）により納めていただきます。 

② 落札者の納付した入札保証金は、請求に基づき、契約締結時に契約保証金 

に充当します。 

  ③ 入札保証金は、落札者を除き入札期間終了後に返金します。 

  ④ 入札保証金には、利息は付しません。 

  ⑤ 落札者が韮崎市の定める契約締結期限までに契約を締結しない場合及び売 

払代金納付期限までに売払代金から契約保証金を除いた残金を納付しない場 

合はその落札を無効とし、入札保証金は韮崎市に帰属するものとします。 

 

（７）入札の無効 

  ① この公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

  ② 虚偽の申請を行った者のした入札 

  ③ 市ガイドラインに記載する無効な入札に該当する入札 

 

（８）落札者の決定方法 

  ① 入札期間終了後、韮崎市は売却システム上で開札を行い、入札物件ごとに 

売却システム上の入札において、入札価格が予定価格以上かつ最高価格で入 

札した者を落札者として決定します。 

  ② 開札を行った結果、最高価格での入札者が複数存在する場合は、くじ（自 

動抽選）で落札者を決定します。なお、落札者の決定にあたっては、落札者 

のログイン ID に紐づく会員識別番号を落札者の氏名（名称）とみなします。 

  ③ 入札物件ごとに落札者のログイン ID に紐づく会員識別番号及び売却決定金

額を KSI 官公庁オークション上に公開します。併せて、市ホームページ上に

落札者の個人と法人の別と売却決定金額を公開します。 

 

（９）契約に関する事項 

① 売買契約の締結 
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ア 落札者は、落札決定の日から起算して２１日以内に売買契約を締結しなけ

ればなりません。 

イ 落札者は、前項に規定する期間内に売買契約書を提出しないときは、落 

札はその効力を失い、入札保証金は韮崎市に帰属することになります。 

② 契約保証金 

契約保証金は落札金額の１００分の１０としますが、売買契約締時に請求 

に基づき、入札保証金を契約保証金に充当します。 

③ 売買契約書の作成 

    契約の際は韮崎市より売買契約書(2 部)を送付します。 

落札者は以下に注意して、落札決定の日から起算して２１日以内に韮崎市 

総務課契約管財担当に直接持参または郵送してください。 

ア 契約書 2通に捺印（実印）をお願いします。 

イ 収入印紙は、契約書２部のうち１部にのみ貼り、必ず割印をお願いま 

す。 

   ウ 契約日は韮崎市で記入します。記入は不要です。 

   ④ 売払残金 

    売払代金の残金は、落札金額から事前に納付した契約保証金(契約保証金に

充当した入札保証金)を差し引いた額とし、契約締結後に韮崎市が交付する納

入通知書、または韮崎市が指定する口座に落札者の負担にて、納入通知書発

行日から起算して 30 日以内に納入するものとします。落札者は売払代金の

残金を期間内に完納しないときは、落札者はその効力を失い、契約保証金は

韮崎市に帰属することになります。 

 
（10）契約に関する特約事項 

入札物件については、次の条件を付すとともに、売買物件をこれらの用途に使 

用するおそれのある第三者に転売し、または貸し付けることを禁止します。ま 

た、契約不適合責任については、原則として韮崎市は責任を負いません。これら 

を理解されたうえで入札に参加してください。 

契約内容の詳細については、１６頁からの「市有財産売買契約書（案）」を必 

ずご確認ください。 

①  条件等 

ア 契約締結の日から３年を経過する前に、特別な事情により第三者に対して

売買物件の所有権を移転し、又は転貸しようとする場合は、市長の了承を得

なければなりません。またその了承を受けた契約者は、当該物件の所有権を

第三者に移転し、又は転貸するときは、契約の際に付された条件を当該第三

者へ承継しなければなりません。 

イ 落札者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２ 

３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第５項に規

定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の営業並びにこれらに類

する業に供することはできません。 
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ウ 落札者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に定める暴力団その他これに類するものの活動のために利用する等、公序良

俗に反する施設の用に供することはできません。  
エ アに規定する日を経過した後であっても、イ及びウの用に供されることを

知りながら、売買物件の所有権を第三者に移転し、又は売買物件を第三者に

転貸することはできません。 

オ 入札物件は公図と現況に差異があり、現況の一部が道路としての公共的機

能を有しています。落札者は、所有権移転後、自らの費用と責任において必

要な測量及び境界確定を行い、公共的機能を有する部分について管理者と協

議の上分筆し、韮崎市へ帰属をさせてください。 

②  契約解除と違約金 

公有財産ガイドライン及びこの入札公告に違反したときは、韮崎市は契約

を解除できるものとし、売買代金の３割に相当する額を違約金として韮崎市

に支払っていただきます。 

③  買戻特約 

公有財産ガイドライン及びこの入札公告に違反したときは、前項の違約金の

徴収に加えて、売買物件の買戻しをすることができるものとします。買戻しの

期間は、所有権移転の日から１０年間とします。 

④  実地調査等 

売買契約締結後において韮崎市が必要であると認めるときは、落札者に対し

てその業務若しくは資産の状況に関して質問し、実地調査し、又は参考となる

べき報告若しくは資料の提出を求めることができます。 

 

（11）物件の引渡し及び所有権移転登記 

  物件の引渡し及び所有権移転登記については、次のとおりです。 

①  落札物件の所有権は、売買代金が完納されたときに韮崎市から落札者へ移

転します。 

②  落札物件は、現状有姿での引渡しとします。 

③ 所有権移転登記申請手続き(土地)は、韮崎市が行います。所有権の移転登

記は、売買契約書の落札者名義とします。 

④  所有権の移転に要する一切の費用（登録免許税等）は、落札者の負担とな 

ります。 

⑤  落札者は、落札物件の所有権移転前にその物件に係る権利義務を第三者に 

譲渡することはできません。 

 

（12）必要な費用 
   受付時に提出いただく各種証明書発行手数料、入札保証金、契約保証金及び売

払代金以外に必要となる一切の費用は、落札者が負担してください。 
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４ その他の注意事項  

（１）物件の引渡しは、物件調書への記載の有無にかかわらず、現状有姿のまま行 

うため、必ず事前に現地の状況等を確認のうえ、土地の利用、事業の実施に当 

たっては、関係法令や県・市条例等を遵守してください。また、ガス、水道、 

下水道の利用に当たっての必要な工事等は、落札者の負担とし、土地の利用に 

際しては、事前に必ず供給事業者と十分な協議を行ってください。 

（２）土地に係る土壌調査、地質調査及び地下埋設物調査は実施していません。各 

種調査、土壌改良及び埋設物除去等に係る費用は、事業者の負担とします。 

（３）土地の利用、又は事業の実施に当たり、電柱等の移転・撤去、除草、フェン 

ス・囲障・擁壁など、地上・地下・空中工作物の補修・撤去などの費用負担及 

び調整は、物件敷地の内外及び所有権等権利の帰属主体の如何を問わず、市は 

一切行いません。 

（４）売買物件において開発行為を行う場合は、関係法令を遵守してください。 

（５）落札物件の所有権移転後の原因により生じた公租公課（不動産取得税･固定資 

産税等）は落札者の負担となります。 

（６）売買契約締結の日から落札物件の引渡しの日までの間において、天災地変そ 

の他落札者及び韮崎市のいずれの責めにも帰すべからざる理由により、落札物 

件が毀損し契約履行が不可能になったときは、落札者及び韮崎市いずれからも 

契約解除ができます。ただし、毀損が修復可能な場合は、韮崎市の負担により 

修復します。 

（７）落札者は、落札物件に地積の不足その他契約の内容に適合しないものを発見 

しても、履行の追完の請求、売買代金の減額又は損害賠償の請求、契約の解除 

をすることはできません 

（８）落札者が売買契約に定める義務を履行しないために、韮崎市に損害を与えた 

ときは、その損害を賠償しなければなりません。 

（９）土地の利用、事業の実施に当たり、隣接土地所有者及び地域住民への説明 

等、必要な調整は落札者が主体的に行うこととし、地域住民との良好な信頼関 

係の構築・維持に努めてください。 

 

５ 問い合わせ先 

〒407-8501 

  山梨県韮崎市水神一丁目３番１号 韮崎市役所本庁舎３階 

韮崎市総務課契約管財担当 

電話 ０５５１-４５-９３６７ 
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地目 宅地 地積(登記簿) 507.00㎡

地目 宅地 地積(登記簿) 445.00㎡

地目 雑種地 地積(登記簿) 232.00㎡

地目 宅地 地積(登記簿) 1,814.00㎡

用途地域

その他制限

接面道路の状況

現況
従前

電気 ガス

上水道 下水道

交通機関

店舗等 店舗 金融機関

その他
特記事項

〇物件調書、案内図は、物件の概要を把握するための参考資料です。物件調書、位置図等と現地の現況
が異なる場合は、現況が優先されます。現地の現況及び利用制限等については、必ずご自身で調査、確
認をしてください。
〇現地の状況を確認する際は、土地利用者、周辺住民の迷惑にならないようにご注意ください。

物件調書 物件番号 1
旧施設名 旧旭保育園跡地

特になし
南西側幅員約6mの舗装市道(旭1号線)
西側幅員約3mの舗装農道(旭123号線)

現況及び
従前の状況

宅地
宅地

都市計画区域内 無指定
「土砂災害警戒区域 （土石流）イエローゾーン」指定地域。

旭町上條北割字鎌倉3904番1

旭町上條北割字鎌倉3889番

旭町上條北割字鎌倉3903番2
所在地

旭町上條北割字鎌倉3887番

 1.現状有姿での引渡しとなります。
 ⑴ 旧旭保育園跡地
   ⑵ 西側に電柱有

郵便局
(東方面に1.4km)

接面道路配線 有 なし

接面道路配管 有 接面道路配管 有
JR中央本線 韮崎駅の南西方経路約4.6km
最寄バス停留所「旭中央公民館バス停」の西方約200m

コンビニエンスストア
(南方面に約2.4km)

公共施設
(現地からの概ねの距離)

市役所等 韮崎市役所 北東方面に約3.2km

小学校 市立甘利小学校 西方面に約1.5km

中学校 市立韮崎西中学校 北方面に約3.0km
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      西側から東側へ

  南西側の角から北側へ      北東側の角から南東側へ

  北東側の角から南西側へ

現況写真

 南側から入口（北側）へ  南西側の角から東側へ
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   3903番2と3904番1の間に高低差あり   3903番2 南西側の角から北東側へ

    3903番2 南西側の角から北側へ    3903番2 南西側の角から西側へ

現況写真
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市 有 財 産 売 買 契 約 書（案） 
 
 

売払人 韮崎市 (以下「甲」という。) と、買受人 落札者（以下「乙」とい

う。）とは、土地の売買に関し、次の条項により契約を締結する。 

 

（売買物件） 

第１条 甲は、以下記載の売買物件（以下「売買物件」という。）を乙に売り渡すも 

のとする。 

 【土地の表示】 

 所  在 地 番 地 目 登記地積 

1     ㎡ 

合  計（計  筆） ㎡ 

 

（売買代金） 

第２条 売買代金は、金 落札金額 円とする。 

（契約保証金） 

第３条 甲は、金２，０５０，２９０円の入札保証金を契約締結時の乙の依頼に基

づき、契約保証金に充当し、契約保証金を売買代金の一部に充当する。 

２ 前項の契約保証金は、第 20 条に定める損害賠償額の予定またはその一部と解釈

しない。 

３ 第 1項の契約保証金には利息を付さない。 

４ 甲は、乙が第４条に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証

金を甲に帰属する。 

（代金の支払） 

第４条 乙は、売買代金の額から前条第１項の規定により売買代金に充当されるこ

ととなる契約保証金の額を差し引いた額を、甲の発行する納入通知書または甲が

指定する次の口座に乙の負担にて納入通知書発行日から起算して３０日以内に納

入するものとする。 

＜指定振込先＞ 

      金融機関名 ：山梨中央銀行 

      支店名   ：韮崎支店 

      預金種目  ：普通 

      口座番号  ：１０１０ 

      口座名義  ：韮崎市（ニラサキシ） 

 

（所有権の移転） 

第５条 この売買物件の所有権は、前条の代金の支払を完了したときに、甲から乙

に移転するものとする。 

収 入 

印 紙 
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２ 甲は、前項の規定により当該売買物件の所有権が乙に移転したときは、所有権

移転登記を遅滞なく登記所に嘱託するものとし、乙はこれに必要となる書類等を

あらかじめ甲に提出する。 

（物件の引渡し） 

第６条 前条の規定により所有権が移転したときに、乙に対し現状のまま引渡しが

あったものとする。 

２ 甲及び乙は、売買物件の公簿面積と実測面積との間に差異があっても、お互い

に異議を申し立てないとともに、売買金額増減の請求をしないものとする。ま

た、甲は、地積更正登記の責を負わないものとする。 

（売買物件の移転登記及び費用負担） 

第７条 甲は、第５条の規定によりこの売買物件の所有権が移転した後、速やかに

売買物件について所有権移転登記をするものとし、登記完了のうえは、速やかに

登記識別情報及び登記完了証を乙に交付するものとする。 

２ 登記に必要な書類、登録免許税は乙の負担とする。 

（遅延違約金） 

第８条 乙は、第４条に定める期日までに売買代金を支払わなかったときは、売買代

金に遅延日数に応じ、契約締結日における政府契約の支払遅延防止等に関する法

律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する

率（年当たりの率は、閏（じゅん）年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの率とする。）を乗じて計算した額（１００円未満の端数があるとき又は１００

円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。）の遅延違約金を支

払うものとする。 

（土地境界等） 

第９条 乙は、甲が土地の境界の明示を書面等で行うことを承諾のうえ、買い受け

るものとする。なお、乙による土地の測量及び境界確定を実施した際に地積に増

減が生じた場合でも、甲乙ともに一切の異議を申し立てないものとする。 

（契約不適合責任） 

第 10 条 乙は契約締結後、土地面積の不足、その他契約の内容に適合しないことを

発見しても、履行の追完の請求、売買代金の減額若しくは損害賠償の請求、又は

契約の解除をすることはできないものとする。 

（契約の締結） 

第 11 条 乙は、落札決定の日から起算して２１日以内に契約を締結しなければなら

ない。 

２ 乙は、売買物件を利用するに当たり、関係法令、公有財産ガイドライン及び入

札公告の内容を遵守しなければならない。 

（実地調査等） 

第 12 条 甲は、この契約の履行に関し、必要があると認めるときは、乙に対し、履

行の状況を確認するために質問し、立入検査を行い、帳簿、書類その他の物件を

調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 
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２ 乙は、甲から要求があったときは、前条に定める内容に関し、その事実を証す

る書類その他の資料を添えてこの物件の利用状況等を直ちに甲に報告しなければ

ならない。 

３ 乙は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又

は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（違約金） 

第 13 条 乙は公有財産ガイドライン及び入札公告に違反したときは、売買代金の３

割に相当する額の違約金を甲が指定する日までに、甲に支払わなければならな

い。 

２ 前項の違約金は、第 20 条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない

ものとする。 

（買戻し特約） 

第 14 条 甲は、所有権移転の日から１０年を経過する日までに、乙又は当該売買物

件の転得者が、公有財産ガイドライン及び入札公告に違反したときは、売買物件

の買戻しをすることができるものとする。 

（買戻権の行使） 

第 15 条 甲が前条に規定する買戻権を行使するときは、次の各号によるものとす

る。 

⑴  甲は、乙に、当該売買物件の売買に伴う乙が支払った売買代金（この土地の

一部について買戻し権を行使する場合にあっては、買戻し対象地の面積がこの

土地の総面積に占める割合を売買代金に乗じた額）から第 13 条に規定する違約

金を差し引いた額を利息を付さないで返還するものとする。 

⑵ 甲は、乙が売買物件の売買に関して乙が負担した契約に要した費用を返還し

ないものとする。 

  ⑶ 甲は、当該売買物件の売買に関して乙が支出した必要費、有益費その他一切

の費用を負担しないものとする。 

（買戻特約の登記） 

第 16 条 買主は、売主が第 14 条の規定に基づく買戻特約を登記することに同意す

るものとする。 

２ 前項の買戻しの登記は、第５条の所有権移転登記の嘱託と同時に行うものと

し、これに要する費用は、乙の負担とする。 

（公租公課の負担責任） 

第 17 条 当該売買物件の引渡し日以降に賦課される公租公課等については、乙の負

担とする。 

（契約の解除） 

第 18 条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないとき、公有財産ガイドライ

ン及びこの入札公告に違反したときには、何らの催告を要せず、契約を解除する

ことができる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除した場合、これにより乙に生じた損害につ

いて、何ら賠償ないし補償することを要しない。 
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３ 乙は、甲が第１項の規定により契約を解除した場合において、甲に損害が生じ

た時は、その損害を賠償するものとする。 

（乙の原状回復義務） 

第 19 条 乙は、前条の規定により契約が解除されたときは、甲の指定する日までに

売買物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が当該物件

を現状に回復されることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還すること

ができるものとする。 

２ 乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する日まで

に、当該物件の所有権移転登記の申請に必要な書類等を甲に提出しなければなら

ない。 

（損害賠償） 

第 20 条 第 18 条の契約解除により甲が損害を受けたときは、その損害に相当する

金額を損害賠償として、乙は甲に支払わなければならない。 

（契約の費用） 

第 21 条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（相隣関係等への配慮） 

第 22 条 乙は、所有権を取得した当該売買物件の使用に当たっては、周辺自治会等

地域住民その他第三者と紛争が生じないよう積極的な情報提供に努め、関係者の

意見には誠意をもって対処し管理するものとする。 

（管轄裁判所） 

第 23 条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地

を管轄する甲府地方裁判所とする。 

（信義誠実の義務） 

第 24 条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

（疑義の決定等） 

第 25 条 この契約の各条項の解釈について疑義が生じたとき、又はこの契約に定め

のない事項については、甲と乙が協議のうえ定めるものとする。 

 

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲と乙双方が記名押印のうえ、

それぞれその１通を所持する。 

 

    令和   年   月   日 

 

山梨県韮崎市水神一丁目３番１号 

甲  韮崎市 

韮崎市長   内藤 久夫    ㊞  

 

乙  住所 

氏名     落札者     ㊞ 

19


